
(単位：円）

    科　　　　目 金　　　　額    科　　　　目 金　　　　額

  （ 資 産 の 部 ）    ( 負 債 の 部 )

 流 　動   資   産 4,409,222,980  流   動   負   債 1,957,477,221

現 金 預 金 288,224,655 買 掛 金 965,127,021

受 取 手 形 235,753,747 未 払 金 424,394,678

売 掛 金 1,596,840,890 未 払 費 用 91,366,081

未 収 入 金 525,753,919 預 り 金 291,858,202

短 期 貸 付 金 1,254,627,896 賞 与 引 当 金 122,331,000

商 品 212,393,241 未 払 法 人 税 等 1,677,100

貯 蔵 品 7,106,988 未 払 消 費 税 等 23,321,000

前 渡 金 119,919,399 そ の 他 の 流 動 負 債 37,402,139

前 払 費 用 67,419,775

そ の 他 の 流 動 資 産 106,129,102  固   定   負   債 878,378,450

貸 倒 引 当 金 △ 4,946,632 長 期 預 り 保 証 金 365,646,700

 固 　定   資　 産 3,757,270,106 退 職 給 付 引 当 金 482,131,750

  有 形 固 定 資 産 1,939,686,344 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 30,600,000

建 物 構 築 物 582,214,511

機 械 装 置 8,944,677

車 両 運 搬 具 2

工 具 器 具 備 品 44,077,433 2,835,855,671

土 地 1,304,449,721

  無 形 固 定 資 産 112,696,381    ( 純 資 産 の 部 )

ソ フ ト ウ ェ ア 100,076,052  Ⅰ 株   主   資   本 5,254,799,338

電 話 加 入 権 7,083,937 　１ 資    本     金 96,000,000

施 設 利 用 権 5,536,392 　２ 利 益 剰 余 金 5,158,799,338

  投資その他の資産 1,704,887,381   (1)利 益 準 備 金 24,000,000

投 資 有 価 証 券 662,407,390   (2)その他利益剰余金 5,134,799,338

関 係 会 社 株 式 148,038,335 別 途 積 立 金 2,713,600,000

長 期 前 払 費 用 1,018,207 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 71,909,256

差 入 保 証 金 656,832,907 繰 越 利 益 剰 余 金 2,349,290,082

繰 延 税 金 資 産 236,270,872  Ⅱ 評価・換算差額等 75,838,077

そ の 他 の 投 資 8,493,065 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 75,838,077

貸 倒 引 当 金 △ 8,173,395 5,330,637,415

8,166,493,086 8,166,493,086

貸     借     対     照     表
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

売店商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　主として売価還元法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の

                                低下に基づく簿価切下げの方法) を採用しております。

その他の商品・原材料及び貯蔵品　 　：　最終仕入原価法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の

                                低下に基づく簿価切下げの方法) を採用しております。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　 　　：　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　　　市場価格のある有価証券　　　　　：　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

               　　　         （評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

　　　市場価格のない有価証券　　　　  ：　移動平均法による原価法を採用しております。

(3)有形固定資産の減価償却の方法は定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降取得の建物および2016年4月1日以降取得の建物附属設備・構築物は

定額法によっております。

(4)無形固定資産の減価償却の方法は定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(5)引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　：　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　　　  　　　　　　　　　　　 　 　 回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　：　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額

　　　　 　　　　　　　　　 　　　　 のうち当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　：　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　　　   　　　　　　 　　　　　　　 の見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金　　　：　役員の退職慰労金の支給に備えるために内規（2004年10月1日改訂）

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　に基づく期末要支給額を計上しております。

(6)消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．当期純損益金額

当期純損失 5,830,645 円

個　別　注　記　表


